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Ａ．研究目的 

 平成 18 年（2006 年）より開始された高次脳

機能障害支援拠点普及事業において、社会的行

動障害による社会参加が困難な事例が存在する

ことが知られている。そして、現在の支援普及

事業では、就労支援や社会参加支援が非常に困

難な事例が存在し、暴力や性的逸脱行動を伴う

事例、また金銭管理が困難で経済的に破綻する

事例、触法行為を繰り返す事例等においては非

常に限界があり、苦慮している実態がある。と

くに、当事者と家族の経済的、心理社会的負担

には、多大なものがある。 

社会的行動障害には、脳の神経ネットワーク

障害による一定の認知障害を背景とするものと、

それ以外の要因による二次障害によるものがあ

ると考えられる。今回、社会的行動障害による

社会参加困難事例の実態を把握し、急性期・回

復期からの二次障害の予防も含めた適切な診療

体制や支援方法の開発を行うために研究を行う。 

 

Ｂ．研究方法（倫理面への配慮） 

 ケースシリーズ研究及び質問紙法調査にて研

究を行った。事例収集に当たり、臨床経過、高

次脳機能障害の概要、社会的行動障害の概要、

脳損傷の画像検査所見、神経心理検査、障害程

度などの共通の項目を作成し、家族等の負担や

ニーズについては「ＮＰＩ（Neuropsychiatric 

Inventory ）」および国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター作成の「高次脳機能障害支援ニー

ズ判定票」を用いて、共通の調査票（ケースカ

ード）を作成した。共通の調査票は、国立障害

者リハビリテーションセンターにおいて、匿名

化された情報として収集し解析を行うこととな

った。 

（倫理面への配慮）当大学倫理委員会の承認を

得て、事例調査ではインフォームドコンセント

を十分行い、当事者並びに家族への文書による

説明と同意書を得て行った。また、個人が特定

されないように匿名化を行い、対象者の個人情

報等に係わる保護並びにいかなる不利益も受け

ないように十分配慮する。 

 

Ｃ．研究結果 

 本年度は、19例の事例を収集し、共通の調査

票とＮＰＩ及びニーズ判定票を提出した。その

概要は、男性 13 名、女性 6 名、調査時平均年

齢 44.1 歳（13 歳～69 歳、中央値 48 歳）であ

った。 

研究要旨 

 平成 18年（2006 年）より開始された高次脳機能障害支援拠点普及事業においても、社会的

行動障害による社会参加が困難な事例に対する対応が社会的課題になっている。昨年度に引

き続き、社会的行動障害を有する事例の収集を行った。また、昨年度の京都府における精神

科医療機関に対する高次脳機能障害者の調査から、精神科医療機関にも社会的行動障害によ

る社会参加が困難な事例が相当数、存在することが明らかになったので、本年度は近畿地方

全体での調査を行った。精神科医療機関にける実態と対応方法について集計を行い、高次脳

機能障害支援拠点との連携が不十分であることが明らかになった。 
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原因疾患は、外傷性脳損傷が 8例、脳血管障害

が 5 例、脳腫瘍が 3例、低酸素脳症が 2例、脳

炎が 1例であった。社会的行動障害が強い事例

において暴力行為や自殺企図、幻覚妄想を伴う

事例では、精神科への併診や精神科への入院治

療の必要な事例もあった。しかし、市町村の精

神衛生担当の保健師との連携や精神科訪問看

護の導入が可能で継続的な地域支援が行えた

事例では、徐々に安定した社会参加が可能にな

っていった。 

 更に昨年度は、「高次脳機能障害の社会的行

動障害による社会参加困難事例に関する精神

科医療機関」の調査を、共通の調査票を用いて

平成 28 年 1 月 1 日から同年 12 月 31 日を対象

として、京都府（調査期間：平成 29 年 2 月 1

日～2 月 15 日）と滋賀県（調査期間：平成 29

年 3 月 10 日～3月 21 日）において実施したと

ころ、重要な調査結果を得た。そのため、本年

度は、共通の調査票を用いて平成 28 年 1 月 1

日から同年 12 月 31 日を対象として、京都府、

滋賀県以外の近畿地方の府県の実態について、

平成 29年 9月 5日から 9月 30日かけて調査を

行い近畿地方全体として集計を行った。 

近畿地方の府県のホームページより精神科

を標榜する病院及び診療所を対象とし、1076

施設に郵便にて郵送し回答をえた。回収状況は、

全体で 20.2％の 217 施設で、病院は 290 施設

のうち 20.7％の 60 施設で、診療所は 786 施設

のうち 18.1％から回答をえた。 

高次脳機能障害支援普及事業の理解ついて

は、「十分理解している」が 5.5％、「だいたい

理解している」が 30.4％で、両方で 35.9％で

あった。「聞いたことがある程度」が 46.1％、

「聞いたことがない」が 17.1％で、「無回答」

も 0.9％で、合計すると 64.1％が十分周知され

ているとは言えなかった。また、各府県の高次

脳機能障害支援拠点については、「支援拠点と

連携して支援したことがある」が 10.6％、「連

絡・利用したことがある」が 12.9％で両方で

23.5％に過ぎなかった。そして、「聞いたこと

がある」が 39.2％、「聞いたことがない」が

35.9％、「無回答」が 1，4％で、合計すると

76.5％になり、高次脳機能障害支援拠点と精神

科医療機関との連携は非常に不十分な状態で

あった。 

社会的行動障害について、経験された症状・

障害については、図１）のように、非常に多く

の症状や障害があげられていた。多い症状･障

害では、「感情コントロールの障害、易怒性」

が 79.3％、「意欲・発動性の低下、アパシー」

が 62.7％、「暴言・大声」が 58.5％、「対人技

能の拙劣」が 58.1％と５０％を超えた施設で

経験していた。 

 そして、より社会生活を困難にする症状･障

害と考えられる「暴力行為・他害行為」が

40.6％、「金銭管理が困難」が 40.6％、「妄想」

が 32.3％の施設で経験していた。また、犯罪

行為と考えられる「性的逸脱」が 18.4％、「万

引き等の触法行為」が 15.2％、「ストーカー行

為」が 6.0％の施設で経験していた。 

 外来診療について、昨年 1 年間で診察した経

験の有無では、65.4％の施設で経験があるとの

回答から患者数の合計では、約 600～1400 人と

推定された。その内、社会参加が困難となる患

者数は、その半数の約 300～700 人と推定され

た。 

 外来診療での社会的行動障害による社会参

加困難事例への対処方法については、図２）の

ようで、「薬物療法で対処した」が 60.4％の施

設で実施されていた。そして、「訪問看護を導

入した」が 21.7％で、「訪問看護を導入した」

が 21.7％で、「入院治療を薦めた」が 20.3％の

施設で行われていた。一方、高次脳機能障害支

援拠点に連絡した」は 11.1％に過ぎなかった。 

 

Ｄ．考察 

 昨年度に報告したが、当科に紹介された平成

19 年（2007 年）4月 1日から平成 28 年 3 月 31
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日までの 139 名の連続症例の検討では、社会参

加が困難となる社会的行動障害を 14.4％に認

めていた。また、この間の京都府の高次脳機能

障害支援拠点の相談事例では、1.9％であった。 

今回の近畿地方の調査では、1 年間で精神科

医療機関の 46.1％で社会参加が困難となる社

会的行動障害の患者を経験しているが、「高次脳

機能障害支援拠点に連絡した」のは 11.1％過ぎ

ないことを考えると、現在の支援普及事業では

社会参加の困難事例には、十分対応できていな

い可能性が考えられた。 

 しかし、社会的行動障害への精神医療機関の

対処方法として、「薬物療法で対処した」施設が

60.4％、「訪問看護を導入した」が 21.7％、「入

院治療を薦めた」が 20.3％、「精神科デイケア

を使用した」が 12.4％もあげられていた。一方

で、「高次脳機能障害支援拠点に連絡した」が

11.1％に過ぎなかったが、「就労支援事業所を利

用した」が 13.4％、「生活訓練事業所を利用し

た」が 12.9％、「障害者相談支援事業所を利用

した」が 10.6％の施設で見られていた。 

 高次脳機能障害支援拠点の役割として、社会

的行動障害による社会参加困難事例に対する対

応として、積極的に精神科医療機関や精神障害

者福祉サービスや保健所・保健センター等の地

域ネットワークとの連携が求められていると思

われた。 

 

Ｅ．結論 

 今回の近畿地方の精神科医療機関の調査では、

社会的行動障害による社会参加困難事例が約

300～700 名いるものと推定されたが、精神科医

療機関と高次脳機能障害支援拠点との連携は不

十分であった。高次脳機能障害支援拠点として、

精神科医療機関や精神障害者福祉サービス、保

健所・保健センター等の地域ネットワークとの

連携のための取り組みについて、検討する必要

がある。 
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図１）社会的行動障害の経験した症状について（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２）社会的行動障害への対処方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


